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The Present State of Provision of Information on Regional Statistics 
―From the Result of “The Survey on the Present Situation and Future Trend of 
Provision of Statistical Information by Municipalities” in 2014― 
坂田 大輔 Daisuke Sakata 
Rikkyo University Center for Statistics and Information conducted “The Survey on the Present 
Situation and Future Trend of Provision of Statistical Information by Municipalities” in 2014-2015. 
Responses were ultimately received by 43 prefectures and representatives from 18 
government-designated cities and 34 core cities. The survey consisted of 7 main themes. Survey results 
show that prefectures are undeniably a step ahead of government-designated cities and core cities on 
the preparation and supplementation of statistical information. However, a few 
government-designated cities and core cities exceeded the prefecture’s level of the preparation and 
supplementation of statistical information. 
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り，2015 年からは地図による小地域分析（jSTAT MAP）のサービス提供が開始されている． 
 こうした政府側からの統計情報・システムの提供が急速に進む中で，地方自治体側から
の統計情報の提供はどうなってきているのであろうか．本稿は，立教大学社会情報教育研





「地方統計情報提供の現状と今後に関する調査」は 2014 年 12 月に対象となる自治体へ
調査票を郵送することで実施した．調査票の送付先は，47 の都道府県，20 の政令指定都市，
43 の中核市で，これらの内，43 の都道府県，18 の政令指定都市，34 の中核市から最終的
に回答が得られた 1)．したがって，全体での回答率は 86.4%，都道府県では 91.5％，政令




























































市で 3 あり，また将来人口推計ツールを作成している自治体も都道府県に 3，中核市に 2
あった．この内 2 都道府県では庁外にも将来人口推計ツールを提供している． 
地域経済分析において重要な産業連関分析についても，産業連関表以外に産業連関分析
ツールを提供しているかどうか質問を行った．これによると，都道府県の 8 割で産業連関
分析ツールを作成しているという結果が得られた．そしてその内の 8 割（28 都道府県）で，
ツールを庁外に提供している．一方で，政令指定都市や中核市では，こうしたツールの提
供は少ないことが分かった．政令指定都市では，庁内に提供しているところが 3，庁外に提
供しているところが 2 で，中核市では庁内に提供しているところが 1 あるのみであった．
また産業連関表自体を公表していない自治体も，政令指定都市で 7，中核市では 18 に上っ
ている．
景気動向指数も都道府県では 8 割が独自に作成している一方で 3)，政令指定都市では約 4
割が，中核市では 8 割が「特に行っていない」と回答している．指数の形態としては，作
成している自治体のほぼすべてで，DI 値を作成している．また，CI 値を作成しているとこ
ろも都道府県では 28 と，都道府県レベルではかなり多くの自治体で CI 値も同時に作成し
ていることが分かった．ただし，政令指定都市と中核市では，CI 値を作成しているのは 1
中核市のみであった．




















(34) 社会情報教育研究センター研究紀要『社会と統計』第 2 号 
いる自治体が特に多かった．分野別検索を用意している自治体の割合は，都道府県で 93%，
政令指定都市で 72.2％，中核市で 47.1%であり，キーワード検索を用意している自治体の
割合は都道府県で 53.5%，政令指定都市で 50％，中核市で 47.1%であった．50 音検索は，






















ている」のは，都道府県で 75%に相当する 12 都道府県であったのに対して，政令指定都市








政令指定都市で 16.7％，中核市で 2.9%，「共有はしていない」が，都道府県で 16.3%，政






























政令指定都市で 1，中核市で 2）． 
4) 政令指定都市と中核市では外部機関の結果を利用している場合もわずかだが存在して
いた（政令指定都市で 1，中核市で 3）． 
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